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監査結果に基づく改善措置等状況通知書  

 

部 課 名  総務課  

監 査 種 類 令和４年度行政監査  

指  摘  事  項  措  置  内  容  

市民センター及び支局において、

社会福祉協議会の「会費」を取り扱う

事務処理については、準公金取扱規

程や事務取扱協定などの明確な根拠

がないまま以前からの慣例として行

われている。なお支局では社協職員

が不在の場合のみ一時的に取り扱っ

ている。  

地区によっては取り扱う現金は

多額になり、この現状は事故発生の

リスクが大きく、職員の負担になっ

ていると思われる。  

また、地区総代についても新見市

行政地区設置規則に規定されている

総代等の業務では「共同募金」に関す

ることは明記されているが、社会福

祉協議会の「会費」に関することの規

定はない。  

よってこの取扱事務については、

新年度に向け、準公金取扱規程、関係

規則などを整備した後、早急に事務

取扱協定を締結し、現状を改善する

必要があると認められる。  

 

社会福祉協議会の「会費」などの現金を

市民センター等において取り扱う根拠と

して、令和５年６月１日付けで社会福祉協

議会と事務取扱協定を締結しました。  

この協定には、目的、対象事業、事務取

扱内容、費用負担、有効期間、責任の所在

・損害賠償などを規定しております。  

 準公金取扱規程の整備については、市全

体として取り扱う準公金に係る規程とな

るため、まずは他市の事例等の調査・研究

を行い、検討します。  

 また、地区総代の業務については、新見

市行政地区設置規則には規定されていな

いものであっても、他団体からの直接依頼

により地区総代に対応いただく事例もあ

ることから、規則改正を行う必要はないと

解しています。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


